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借用書の訴訟時効について

民間貸借の訴訟時効は貸借双方、特に貸出人の利益に関わっている。中国法律では民間貸借の訴訟時効についてどのように決められているか、言い換えれば、借用書の有効期限はどれぐらい長いか、またどのように計算されるか、以下の通りに述べてみたいです。

一、民間貸借の訴訟時効について

１、訴訟時効の角度から見れば、もし借用書には返済日が定められた場合、訴訟時効は返済日の翌日より起算され、2年とする。

２、借用書には返済期間が定められなかった場合、履行期限の定めのない該貸借契約として、債権者は債務者に対し何時でも債務の履行を要求することができるが、相手方に必要な準備期間を与えなければならない。この場合における訴訟時効の起算点について以下の通りとする。

（１）債権者が催促した時に債務者は即時履行の意思を表示したが、実際に履行しなかった場合、訴訟時効は催促した翌日より起算する。債権者が何時催促すべきかについて、期限上の制限がないものとする。

（２）当事者双方が協議して契約内容を変更し、履行期限の不明確な債務を履行期限の明確な債務に変更した後でも、債務者が当該期間満了後債務を履行しない場合、訴訟時効はその期限満了の翌日より起算する。

（３）債権者が債務者に対し権利を主張したが、債務者が履行拒絶の意思を明確に表示し、且つ債権の存在を否認する意思を表示した場合、訴訟時効は当該拒絶日の翌日より起算しなければならず、債権者が緩和期限を定めるかどうか、または当該期限が満了であるかどうかは問わないものとする。

（４）債権者が債務者に対し債権の履行を主張したが、債務者が履行拒絶の意思を明確に表示しなく、双方が必要な緩和期限を約束し、当該緩和期限満了の時、債務者が債務の履行拒絶を明確に表示したか否かに関らず、客観的に債務者が債務を履行しない限り、訴訟時効は当該緩和期限満了の翌日より起算するものとする。
二、
借用書の有効期限について

１、借用書の有効期間とは借用書の訴訟時効を指し、借用書の訴訟時効は借用書自身の効力に影響を及ぼさないとされている。合法的に結ばれた、真実有効な借用書は何時でさえあれば、借用書そのものは有効である。期限はただ訴訟時効を超過したか否か、法によって守られるか否かを確保する問題である。
２、借用書の訴訟時効は民間貸借の訴訟時効と同様であるかについて、返済日があるか否かを確かめなければならない。もし、返済日がある場合、訴訟時効は返済日の翌日より起算して2年とする。返済日がない場合、訴訟時効は最長で20年とする。

三、訴訟時効が経過した借用書について

１、訴訟時効を超えた場合、当事者双方はできる限り友好協議を通して元の借用書について返済協議を締結すべきである。当該返済協議は新たな債権債務関係を構成し、法律によって保護されるものとする。
２、もし訴訟時効を超えて、当事者双方が協議できなかった場合、債権者は相手方に対し期限到来の催促通知書を送付することができる。債務者が当該通知書に署名又は捺印した場合、元債務に対する再確認と見なされ、その債権債務関係は法律によって保護させるものとする。
三、コメント
借用書に返済日があるにしろ、ないにしろ、債権人は訴訟時効の問題を重視しなくてはならない。訴訟時効に疑問を感じた場合、弁護士など専門家への相談をお勧めしたい。できるだけ早く問題を発見し、解決すべき。さもなければ、訴訟時効を過ぎて、債権の回収の好機を逸してしまうだろう。


「外商投資プロジェクト審査及び届出管理弁法」
についての解説
2014年5月17日、中国国家発展改革委員会は「外商投資プロジェクト審査及び届出管理弁法」（以下、弁法という）を公布し、2014年6月17日から施行する。「弁法」は８章38条より構成される。「弁法」の実施に伴い、2004年10月9日付公布の「外商投資プロジェクト審査暫定弁法」は廃止する。
一、背景
経済グローバル化の深化に伴い、外商の対中投資には新たな状況と特徴が現れてくる。周辺諸外国との外資誘致の競争に打ち勝ち、新たな開放型経済体系を積極的に進めていくために、現行規定を調整し、且つ改善する必要があると判断した国家発展改革委員会は「弁法」の公布、実施を通じて、外国企業の対中投資の微減傾向を食い止める思惑があると考えられる。

二、内容のポイント

1、投資プロジェクト管理方式の変更

「弁法」は外商投資プロジェクト管理方式を改革し、プロジェクトの全面審査を限定審査及び一般届出と結合させる管理方式に変更する。
「外商投資産業指導目録」（以下「目録」という）における中国側マジョリティ（相対的マジョリティを含む）を要求される奨励類プロジェクト及び制限類プロジェクト、及び「政府許可の投資プロジェクト目録（2013年版）」第一から第十一項に当る外商投資プロジェクトは許可制を実施するほかに、その他の外商投資プロジェクトのすべては届出制を実施する。
２、国民待遇の適用

「弁法」は許可管理上外商投資に国民待遇を試行し、すなわち、「目録」における中国側マジョリティ（相対的マジョリティを含む）を要求される奨励類プロジェクト及び制限類プロジェクトを除き、その他の外商投資プロジェクト管理方式は内資プロジェクトと一致する。
３、外商投資プロジェクト管理内容の簡素化

「弁法」に決める届け出を必要とする外商投資プロジェクトは地方政府投資主管部門が責任を負い、属地管理を行う。

「弁法」は外商投資プロジェクトの審査、届出の条件を簡素化し、プロジェクト

の市場予測、経済効果及び製品技術方案などの企業が自主で決めるべき内容に関する審査が無くなり、外商投資の利便性のレベルを高めるとする。
４、事中事後監督の強化

「弁法」は各レベルの発展改革部門は、同レベルの国土資源、環境保護、金融監督、安全生産管理などの部門とともに、外商投資プロジェクトへの共同監督を強化し、発展計画、産業政策、参入基準、信用記録などの情報の横型連携制度を設け、違法行為を取り締まり、不良信用記録に記載し、行政認可と市場監督の情報共有を目指すことを明確に要求している。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家発展改革委員会の「外商投資プロジェクト審査及び届出管理弁法」

『重要法規解説』ご参照下さい
	2014/06/17

	2
	最高裁の人民法院の企業合併、再生のための司法保障提供に関する指導意見现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2014/06/03

	3
	国務院の市場公平競争促進及び市場正常秩序維持に関する若干意見
	2014/06/04

	4
	商務部の外資許可管理業務改善に関する通知
	2014/06/17

	5
	国家税務総局の中国（上海）における自由貿易試験区税収サービス創新の支持に関する通知
	2014/06/25

	6
	国家税務総局の増値税徴収率簡併関連問題に関する公告
	2014/07/01

	7
	国家税務総局の「非住民企業国際輸送業務税収管理暫定弁法」の公布に関する公告
	2014/08/17

	8
	国家税務総局の住民企業海外投資及び所得情報関連問題に関する公告
	2014/09/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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